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研究成果の概要（和文）：本研究は、2010年代後半以降の、東京圏に展開するフレキシブルオフィススペースの
展開について、立地分布とサービス内容を中心に検討した。対象時期当初は都心部への立地が中心で、営業職の
タッチダウンスペースとしての用途やコワーキングとしての利用を念頭に置いたスペース・サービスを提供して
たが、2020年の新型コロナウイルスの感染拡大を機に郊外地域に立地が拡大し、施設内容を含めたサービス内容
も在宅勤務の支援への対応が重視された。しかし、提供される席数はオフィスワーカーの総数に比して限られて
おり、特に郊外地域では開設可能なビルが限られており、立地展開に制約がかかることが判明した。

研究成果の概要（英文）：This study examined the development of flexible office space in Tokyo 
Metropolitan area since the late 2010s, focusing on the distribution of locations and service 
supply. At the beginning of the period under study, most of the flexible office spaces were located 
in the city centre and offered space and services designed for use as touchdown space for 
salesworker and co-working, but the coronavirus pandemic of 2020 led to an expansion of locations to
 suburban areas, and service content including facility, became more focused on supporting 
teleworking. The emphasis was on support for teleworking. However, the number of seats provided was 
limited relative to the total number of office workers, and the locations and opportunities for 
opening were found to be limited, particularly in suburban areas, which constrained location 
development.

研究分野： 人文地理学

キーワード： フレキシブルオフィススペース　就労支援　不動産サービスの高度化　コロナパンデミック　東京大都
市圏
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研究成果の学術的意義や社会的意義
研究開始当初は、フレキシブルオフィススペースの役割を、都心地域に限定して展開する不動産サービスの高次
化と企業による不足したオフィス床の補完的利用の形態を議論の中心と想定していた。しかし、2020年のコロナ
パンデミックを機に広域に立地展開が拡大し、今後は制約がありながらも郊外地域に居住するワーカーの就労支
援の場所として継続して機能する可能性がある。本研究は転換期の記録となった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

2018 年 9 月に発表された公示地価では、大都市や広域中心都市における商業地の地価上昇が
顕著であり、インバウンドによる購買行動とともに、旺盛なオフィス需要なかでも開設数が増え
ているコワーキングスペースが下支えたと報道された。コワーキングスペースは、従来はスター
トアップ企業の利用やフリーランスワーカーの就労する場所として開設されたものが多かった
が、近年、大企業が新たな対外的コミュニケーションを求めて、利用する機会が増えていた。加
えて、政府の推進する「働き方改革」に伴って、サテライトオフィスとしての利用も見られはじ
めていた。さらに、経営環境の急速な変化のもとで、大企業が出先機関オフィス、さらには本社
の別室オフィスとして利用する事例もみられ、急速に利用形態が多様化している。一方、オフィ
ススペースを提供する運営側についても、大手不動産会社や外資系不動産サービス企業など多
様な運営主体が参入していた。それらが提供するサービスには、立地や施設状況、提供されるサ
ービスも異なり、利用者層や利用形態の差異が想定される。また同一の運営主体でも、施設状況
の違いから、場所によって利用者層や利用形態の差異も予想された。 
 
２．研究の目的 
本研究は、近年開設数が増えているコワーキングスペースをはじめとするフレキシブルオフ

ィススペースの立地展開を対象として、単なるオフィスの提供にとどまらない、大都市地域に拡
大するこの新たな不動産サービスの展開を整理し、新たな都市の社会経済的なインフラストラ
クチャーとしての可能性について検討する。フレキシブルオフィススペースについては、開設数
の増加とともに開設主体や開設理由、運営形態も多様化しており、都市内部の企業立地や産業創
出支援、さらにはワーカーの就労支援という多角的な視点から、現時点でのフレキシブルスペー
スの展開を把握し、大都市社会経済の持続性における意義と課題を見出す。研究対象地域は東京
大都市圏とし、特に近年増加している都心部での事業展開に注目し、業務空間変容の一側面とし
て位置付ける。なお、当初は対象地域を東京都心地域としていたが 2020 年のコロナパンデミッ
クに伴う緊急事態宣言の発出と出勤抑制の要請を契機としてサービスの展開が広域化したため、
対象地域を東京大都市圏に拡大して研究を行った。 
 
３．研究の方法 
まず、フレキシブルスペースの定義を従来に比べて柔軟な働き方を支援するワークスペース

とし、コワーキングスペース、シェアオフィスと類似する用語が使用されている現状を踏まえて、
概念、対象の整理を行った。次に、インターネットや不動産情報誌から情報を収集し、企業集積
や再開発との対応などの立地環境について考察する。その上で、収容規模や施設内容、付帯する
サービスや料金などの属性から類型化を試みた。それに基づいて、運営主体に対する利用状況に
ついての聞き取り調査を行い、ユーザー数や利用状況を把握した。さらに、ユーザー企業を対象
として、利用目的、利用する人数や働き方に関する施策や自社のオフィス構築との関係性につい
ての聞き取り調査を行った。 
 
４．研究成果 
研究当初には想定できなかったコロナ禍における状況の変化を踏まえて、供給側の展開につ

いて検討した。その結果、コロナ禍前後で異なる立地展開が確認できた。まず、都心地域に集中
していた立地展開は地域的に拡大し、とりわけ大都市近郊に進出し鉄道路線沿いに展開してい
た。さらに、商業施設に併設された施設も増加している。加えて、サプライヤーとして新規参入
した業種も見られた。 
フレキシブルスペース（以下、拠点）の立地展開を、施設内容や規模を考慮して詳細に分析し

た。まず、拠点数の増加においては交通結節点に立地する傾向が強まり、隣接する駅に立地が拡
大している。また、駅から徒歩圏に集中しており、競合企業の拠点が同じビルに入居している事
例も把握できた。都心での開設はタッチダウンや一時的に利用するスペース、さらに 2018 年以
降は利用者の協働促進を目的として開設されたが、2020 年以降に開設された拠点はブース型が
多く、ビデオツールの利用を前提としたネット会議の音対策が強く意識されていると考えられ
る。一方で、オープン型の拠点も展開しており、コロナ禍のもとでのサテライト利用目的とポス
トコロナを考慮したコワーキング利用目的の棲み分け、言い換えればユーザーの棲み分けの進
行がみられた。 

2021 年時点での施設規模を推計したが、対象としたサプライヤー合計で 500 拠点、用意され
る席数は 1 万 2500 席程度であり、１拠点につき平均 25 席程度の規模であった。コロナ禍でソ
ーシャルディスタンスの確保を目的として席数が絞られるため、実際にはこれよりも少ない可
能性がある。郊外就労の場としてのフレキシブルスペースの役割を検討したが、郊外での拠点数
は増加しているもののオフィスワーカーとなりうる就業者数に対して提供される席数は限られ
ており、それは限定的であるといえる。郊外に拠点を置く際には、郊外の駅周辺では拠点を開設
できるビルや施設が限られることが課題として考えられる。郊外拠点ではコロナウイルス感染



対策も考慮してコンシェルジェを配置せず、コストダウンが図られた無人遠隔管理の拠点も増
加している。 
利用側の視点では企業に対してアンケート調査を実施した。その結果、働き方改革の推進施策

の一つとして、コロナ禍の以前から利用が可能であった企業においては継続利用の上で利用対
象者の拡大が行われていた。その一方で、利用実績のない企業では利用は進んでいなかった。利
用側の視点からはコロナ禍の状況にありながらも利用が広範に拡大しているとは言い難い。 
しかし、新たな展開も想定できる。今後は職場であるオフィス勤務と在宅を含む職場外でのリ

モートワークのいわゆるハイブリッドの勤務形態もコロナ禍が継続して常態化し、自宅での就
業が困難な場合は代替としてのフレキシブルスペースの利用が継続される可能性がある。その
結果として都心業務地域での立地機会が創出され、オフィス移転が活性化されることで業務空
間の再編が進む可能性もある。 
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